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Ⅰ 計画の趣旨と計画期間  

 

１.計画の策定にあたって 

本市は、平成 17 年に２市４町が合併して誕生し、平成 23 年には新たに１町と合併して

人口 171,845 人、市域は東西約 30ｋｍ、南北約 39ｋｍ、総面積 624.36ｋ㎡となりました。

公共建築物については、合併前の７市町が保有する施設をほぼそのまま引き継いだため、

多くの建築物を保有することとなり、特にスポーツ施設、文化施設、日帰り温泉などは類

似する施設が数多くあります。そして、これら多くの施設を維持管理していくために、年

間約 50 億円（普通会計分）の費用を要しています。また、道路などのインフラ資産につい

ても、広い市域を網羅しており、その保有量も相当量にのぼっています。 

本市が保有する公共施設等の中には、整備後相当の年数が経ち、老朽化や耐震性の問題

から安全面を憂慮する施設もあり、これらの改善のため、大規模改修及び建替、更新や長

寿命化の取組が必要となっている施設もあります。 

こうした施設の現状がある中で将来の状況を勘案すると、少子高齢化の進展や人口の減

少及び人口構造の変化、公共施設等に対する住民ニーズの変化が想定されること、また、

今後の財政運営では、普通交付税の合併特例措置の縮減による段階的な減額、扶助費等の

増加など厳しさを増す見込みであることから、公共施設等の管理にはこれらを考慮する必

要があります。 

こうしたことから、公共施設等の保有量や大規模改修及び建替、更新の将来見通し等を

分析し、公共施設等の保有量の適正化に向けた取組を推進するとともに、施設の効率的・

効果的な維持管理と長寿命化を図るため「出雲市公共施設等総合管理計画」を策定します。 

 

２.計画期間等 

本計画の計画期間は、平成28年度から平成57年度までの30年間とします。ただし、計画

の内容については、必要に応じ見直しを行います。 
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３．対象施設 

本計画の対象施設は、以下に示す本市が保有する公共施設等を対象とします。なお、本

計画中においては、いわゆる「ハコモノ施設」については公共建築物、ハコモノ施設以外

の施設についてはインフラ資産として整理します。 

 

 

 

 

市有財産 

普通財産 行政財産 

公共建築物 

(学校・庁舎等) 

インフラ資産 

(道路・橋梁・上下水道等) 

公共施設等 
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Ⅱ 公共施設等の状況と将来の見通し  

 

１.公共建築物の状況 

（１）延床面積の状況 

①施設用途別延床面積 

本市が保有する公共建築物については、平成 26 年度末で、延床面積合計が約 84 万㎡と

なっています。その内訳は、学校教育系施設が最も多く全体の 39％を占め、次に市営住宅

が 13.1％、市役所・環境関連施設など行政系施設が 12.5％、スポーツ・レクリエーション

系施設が 10.8％などとなっています。 

 

延床面積 

分類 延床面積（㎡）
全施設に占める
延床面積の割合

学校教育系施設 327,878 39.0%

市営住宅 110,597 13.1%

行政系施設 105,142 12.5%

ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設 90,543 10.8%

市民文化系施設 70,675 8.4%

産業系施設 30,500 3.6%

社会教育系施設 26,217 3.1%

供給処理施設 18,164 2.2%

保健・福祉施設 17,114 2.0%

医療施設 16,081 1.9%

子育て支援施設 10,111 1.2%

公園 9,348 1.1%

その他 9,187 1.1%

合計 841,555 100.0%

学校教育系施設, 
39.0%

市営住宅, 
13.1%

行政系施設, 
12.5%

ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設, 10.8%

市民文化系施設, 8.4%

産業系施設, 3.6%

社会教育系施設, 3.1%

供給処理施設, 2.2%

保健・福祉施設, 2.0%

医療施設, 1.9%

子育て支援施設, 1.2%

公園, 1.1%

その他, 1.1%

 

※延床面積は「平成 26 年度（2014） 財産に関する調書」における行政財産の延床面積と 

平成 26 年度末の公営企業会計（水道事業・病院事業）所管の延床面積の合計 
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②人口一人当たりの延床面積 

 本市の人口一人当たりの延床面積を類似団体と比較してみると、平成 25 年度末で本市は

4.76 ㎡、類似団体平均は 2.87 ㎡であり、約１．７倍となっています。（公営企業会計分を

除く。）ただし、公営企業会計分を含めた人口一人当たりの延床面積は、4.91 ㎡です（平成

26 年度末）。 

また、近隣自治体との比較では、本市と同様に多くの自治体が合併した松江市や鳥取市

は、人口一人当たりの延床面積が広くなっています。 

 

人口一人当たりの延床面積（平成 25 年度・公営企業会計分を除く） 

 

＊公共建築物の延床面積は平成 25 年度「公共施設状況調査」の数値 

＊公共施設状況調査は公営企業会計（水道事業・病院事業など）の施設は調査対象外 

＊人口は平成 22 年度国勢調査人口で算出 

＊市域面積は平成 26 年 10 月現在 
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③建設年度別延床面積 

現在使用している公共建築物の整備時期をみると、昭和 50 年代以降に多くの公共建築物

が整備されています。本市の公共建築物の約３割が昭和 56 年以前の旧耐震基準で建設され

たものであり、耐震診断・耐震補強等の対策も必要となっています。 

建設年度別延床面積 

 

※S24 分は S24 以前建築分及び建設年度不明分 

○新耐震基準…昭和 56 年に建築基準法が改正された際に導入された耐震基準。中規模の地震（震度５強程

度）に対してはほとんど損傷を生じず、大規模の地震（震度６から震度７程度）に対して

も人命に危害を及ぼすような倒壊等の被害を生じないことを目標としている。 

施設数 

区分 普通会計
普通会計
以外　※

合計 施設例

学校教育系施設 91 0 91 小中学校及び幼稚園、給食センター、科学館　など
市営住宅 58 0 58 公営住宅、特定公共賃貸住宅　など
行政系施設 302 1 303 庁舎、消防施設、環境関連施設　など
ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設 55 0 55 体育館、野球場、温浴施設、キャンプ場　など
市民文化系施設 66 0 66 市民ホール、集会施設、コミセン　など
産業系施設 131 0 131 産業関連施設、揚排水機場　など
社会教育系施設 27 0 27 図書館、博物館、郷土資料館　など
供給処理施設 0 135 135 下水道排水処理施設、水道関連施設　など
保健・福祉施設 25 0 25 介護保険施設、福祉センター　など
子育て支援施設 32 0 32 保育園、児童クラブ　など
医療施設 4 1 5 診療所、病院
公園 128 0 128 都市公園、普通公園　など　（東屋・トイレ等）
その他 40 3 43 駐車場　など

合計 959 140 1,099  

※普通会計以外：水道事業、簡易水道事業、下水道事業、病院事業 
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④旧自治体別延床面積 

 旧自治体別の延床面積の構成比は次のとおりです。また、旧自治体別に人口一人当たり

の延床面積を算出してみると、人口の少ない旧自治体ほど一人当たりの延床面積が広い傾

向にあります。 

 

旧自治体別の延床面積構成比 

 

 

旧自治体別の人口一人当たり延床面積 

旧自治体名
延床面積
（㎡）

H22国調人口
（人）

延床面積／
人口（㎡）

旧出雲市 344,438 89,020 3.87

旧平田市 164,614 26,908 6.12

旧佐田町 43,206 3,816 11.32

旧多伎町 52,567 3,767 13.95

旧湖陵町 39,248 5,369 7.31

旧大社町 61,571 14,916 4.13

旧斐川町 135,911 27,689 4.91

合計 841,555 171,485 4.91
 

※延床面積は「平成 26 年度（2014） 財産に関する調書」における行政財産の延床面積と 

平成 26 年度末の公営企業会計（水道事業・病院事業）所管の延床面積の合計 
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（２）公共建築物の建替等にかかる将来経費の推計 

現在の公共建築物を維持していくとすれば、平成 28 年度以降の 30 年間で発生する大規

模改修及び建替経費は、普通会計分で 2,055 億円、普通会計以外（水道・簡易水道・下水

道・病院事業）で 82 億円と推計しています。これを年平均にすると、普通会計分約 68.5

億円、普通会計以外で約 2.7 億円が必要となる見込みです。また、平成 38年度から平成 42

年度の５年間においては、建替等にかかる経費は市全体で年間 100 億円を超える見込みで

す。 

平成 28 年度以降 30年間に必要な大規模改修及び建替経費推計 

                                   （単位：億円） 

学校教育系
施設

市営住宅 行政系施設
ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰ
ｼｮﾝ系施設

市民文化系
施設

産業系施設
社会教育系

施設
供給処理施設

保健・福祉
施設

医療施設

大規模改修 224.9 111.7 189.8 88.0 83.8 55.9 54.1 0.0 26.2 1.4
建替 584.1 118.1 90.7 166.8 144.2 32.3 16.7 0.0 14.4 0.0
合計 809.0 229.8 280.5 254.8 228.0 88.2 70.8 0.0 40.6 1.4

子育て支援
施設

公園 その他 合計
水道事業

簡易水道事業
下水道事業 病院事業 合計

大規模改修 11.2 11.9 8.0 866.9 14.3 25.3 40.9 80.5 947.4
建替 10.3 7.7 3.0 1,188.3 1.6 0.0 0.0 1.6 1,189.9
合計 21.5 19.6 11.0 2,055.2 15.9 25.3 40.9 82.1 2,137.3

普通会計以外
合計

普通会計

普通会計

分類

分類

 

計画期間における 1 年当たりの平均経費所要額 

普通会計分   ２，０５５.２億円÷３０年＝６８．５億円 

普通会計以外      ８２．１億円÷３０年＝  ２．７億円 

計         ７１．２億円 

    

年度別大規模改修及び建替経費推計総額（Ｈ28-Ｈ57） 
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大規模改修及び建替経費算出の考え方 

試算方法及び単価は、総務省が提供する更新費用試算ソフトを参考とした。 

【基本的な経費算出方法について】 

・大規模改修の実施年度は建築後 30 年とする。 

・建替の実施年度は建築後 60 年とする。建築後 60 年を経過し、既に建替年度を過ぎている施設については、

今後 10 年以内で建替を行うものとする。 

・現時点で廃止される見込みの施設や使用していない施設は、経費を算出していない。 

・大規模改修及び建替に要する経費の単価は、下表のとおりとする。 

公共施設分類 大規模改修 建替 

学校教育系施設、公園、子育て支援施設 17 万円/㎡ 33 万円/㎡ 

公営住宅 17 万円/㎡ 28 万円/㎡ 

ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設、保健・福祉施設、

供給処理施設、その他 
20 万円/㎡ 36 万円/㎡ 

医療施設、行政系施設、産業系施設、 

市民文化系施設、社会教育系施設 
25 万円/㎡ 40 万円/㎡ 

※単価は財団法人自治総合センター「地方公共団体の財政分析等に関する調査研究会報告書（平成 23

年 3月）」による。 

※施設の耐用年数については、日本建築学会「建築物の耐久計画に関する考え方」の標準的な耐用年

数（60 年）とする。     
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２．インフラ資産の状況 

（１）インフラ資産の保有状況 

 ①インフラ資産別保有量 

 道路・橋梁や水道・下水道施設などのインフラ資産は、産業、経済、文化の発展の基盤

であり、市民生活や地域経済の活動を支えています。主なインフラ資産の保有量は、次の

とおりです。 

 

主なインフラ資産の保有量 

種別 延長等 面積 

 

 

普 

通 

会 

計 

 

市道 

幹線１級市道 232,442ｍ 1,806,796 ㎡ 

幹線２級市道 261,127ｍ 1,612,754 ㎡ 

その他市道 2,464,367ｍ 10,578,309 ㎡ 

合計 2,957,936ｍ 13,997,859 ㎡ 

農道 230,689ｍ － 

林道 169,615m － 

橋梁 

橋長 15ｍ以上 346 橋 

126,009 ㎡ 
橋長 10～15ｍ 228 橋 

橋長  2～10ｍ 1,969 橋 

合計 2,543 橋 

公園 187 箇所 2,158,751 ㎡ 

普通

会計

以外 

水道管路（水道） 1,446,140ｍ － 

水道管路（簡易水道） 445,322ｍ － 

下水道管路 1,178,328ｍ － 

※平成 26 年度末数値（市道・橋梁は平成 27 年 4 月 1 日現在） 

※市道の面積は、法面などを除いた道路部分の面積 

※幹線１級市道：地方生活圏及び大都市圏域の基幹道路網を形成するのに必要な市道で、一定の要件を満

たすもの 

※幹線２級市道：国道、県道及び幹線１級市道を補完し、基幹道路網の形成に必要な市道で、一定の要件

を満たすもの 

 

 

 

 

 

 



10 

 

②人口一人当たりのインフラ資産保有量 

  本市のインフラ資産のうち市道・農道・林道の人口一人当たりの延長を類似団体と比

較してみると、本市の延長は 19.5ｍ、類似団体平均は 6.0ｍであり、約３．３倍となって

います。 

また、近隣自治体と比較しても、市道等の延長は長くなっています。 

 

市道等の延長の状況 （平成 25 年度） 

出雲市 類似団体平均 松江市 鳥取市 米子市
市道延長(m) 2,948,387 1,151,643 2,332,385 1,666,198 955,103
農道延長(m) 229,328 85,189 102,062 484,600 83,125
林道延長(m) 169,615 46,457 132,284 264,386 20,919

合計 3,347,330 1,283,289 2,566,731 2,415,184 1,059,147  

＊路線延長は平成 25 年度「公共施設状況調査」の数値 

 

人口一人当たりの市道等延長（平成 25 年度） 

 

＊路線延長は平成 25 年度「公共施設状況調査」の数値 

＊人口は平成 22 年度国勢調査人口で算出 

＊市域面積は平成 26 年 10 月現在 
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（２）インフラ資産の更新にかかる将来経費の推計 

 インフラ資産について、１年当たりの更新経費は、普通会計分である市道など道路関係

で 58.3 億円、普通会計以外（水道・簡易水道・下水道事業）の管路関係で 75.8 億円と試算

しています。また、今後 30 年間で必要となる更新経費は、道路関係の更新経費が 1,749 億

円、管路関係の更新経費が 2,274 億円と見込んでいます。 

 

インフラ資産の更新経費 

種別 
１年当たりの 

更新経費 

今後３０年間に必要な 

更新経費 

普通 

会計 

道路関係計 ５８．３億円 １，７４９億円 

市道 ４３．９億円 １，３１７億円 

橋梁 ９．４億円 ２８２億円 

農道・林道 ５．０億円 １５０億円 

普通 

会計 

以外 

管路関係計 ７５. ８億円 ２，２７４億円 

水道(水道・簡易水道) ４６．６億円 １，３９８億円 

下水道 ２９．２億円 ８７６億円 

合計 １３４．１億円 ４，０２３億円 
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更新経費算出の考え方 

試算方法及び単価は、総務省が提供する更新費用試算ソフトを参考とした。 

【道路関係】 

○市道 更新単価：4,700 円/年/㎡  

・単価は「道路統計年報」(2009)に示された舗装補修事業費を舗装補修事業量で割って算定されたものから設

定 

・耐用年数は、法定耐用年数（10 年）、舗装の一般的な供用寿命（12～20 年）を踏まえ、15 年とする 

・道路部面積を耐用年数 15 年で割った面積の舗装部分を毎年度更新していくと仮定 

道路部面積÷15 年×更新単価＝１年当たりの更新経費 

○橋梁 更新単価：448,000 円/年/㎡    

・単価は「道路橋年報」(平成 19-20 年度版)に示された道路橋の工事実績から算出されたものから設定 

・耐用年数は法定耐用年数 60 年 

・全整備面積を耐用年数 60 年で割った面積を毎年度更新していくと仮定 

橋梁面積÷60 年×更新単価＝１年当たりの更新経費 

○農道・林道 

・市道に準じ算出 

・公式に道路面積の数値を算出していないため、平均幅員等を参考に面積を算出 

【管路関係】 

○水道事業（水道・簡易水道） 

・布設替えの単価は、流域別下水道整備総合計画調査指針（H20）に示された計算方法により設定 

・更新単価は次のとおり 

　　　　～３００㎜未満 100,000 円/m
　３００～５００㎜未満 114,000 円/m
５００～１,０００㎜未満 161,000 円/m
　　　　～１５０㎜以下 97,000 円/m
　１５０～２００㎜以下 100,000 円/m
　２００～２５０㎜以下 103,000 円/m
　２５０～３００㎜以下 106,000 円/m
　３００～３５０㎜以下 111,000 円/m
　３５０～４００㎜以下 116,000 円/m
　４００～４５０㎜以下 121,000 円/m
　４５０～５００㎜以下 128,000 円/m
　５００～６００㎜以下 142,000 円/m
　６００～７００㎜以下 158,000 円/m

配水管

導水管及び送水管

 

・耐用年数は法定耐用年数40年 

・管路延長を耐用年数40年で割った延長を毎年度更新していくと仮定 

 管路延長÷40年×更新単価＝１年当たりの更新経費 

○下水道事業 更新単価 124,000 円/年/ｍ 

・布設替えの単価は、流域別下水道整備総合計画調査指針（H20）に示された計算方法により設定 

・耐用年数は法定耐用年数 50 年 

・管路延長を耐用年数 50 年で割った延長を毎年度更新していくと仮定 

 管路延長÷50 年×更新単価＝１年当たりの更新経費 
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３．公共施設等の更新等にかかる将来経費の推計 

 公共施設等を耐用年数まで使用し、全て大規模改修及び建替、更新していくと仮定し試

算した場合、普通会計分で年平均にして約 127 億円、今後 30 年間に約 3,804 億円の経費が

必要となると見込んでいます。 

一方、普通会計以外（水道・簡易水道・下水道・病院事業）については、年平均にし 

て約 79 億円、今後 30 年間に約 2,356 億円の経費が必要となると見込んでいます。 

 

公共施設等における将来の大規模改修及び建替、更新経費の推計（Ｈ28-Ｈ57） 

 

公共施設等の大規模改修及び建替、更新経費 

種別 

１年当たりの 

大規模改修及び 

建替、更新経費 

今後３０年間に必要な 

大規模改修及び 

建替、更新経費 

普通会計分 １２６．８億円 ３，８０４億円 

公共建築物   ６８．５億円      ２，０５５億円 

道路関係 ５８．３億円 １，７４９億円 

市道 ４３．９億円 １，３１７億円 

農道・林道 ５．０億円 １５０億円 

橋梁 ９．４億円 ２８２億円 

普通会計以外 ７８．５億円 ２，３５６億円 

公共建築物（病院等）        ２．７億円 ８２億円 

管路関係 ７５. ８億円 ２，２７４億円 

水道管路(水道・簡易水道) ４６．６億円 １，３９８億円 

下水道管路 ２９．２億円 ８７６億円 

合 計 ２０５．３億円 ６，１６０億円 
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Ⅲ 人口推計と財政状況の推計  

 

１.人口推計（出雲市まち・ひと・しごと創生総合戦略） 

国立社会保障・人口問題研究所が行った人口推計では、平成 57 年の本市の推計人口は 13

万人台とされており、人口減少がもたらす様々な問題も懸念されます。今後、一層進むと

思われる人口減少に対して、出生数の増による「自然減」の抑制と転入者の増による「社

会増」の促進に取り組み、人口減少を抑制していく必要があります。 

本市では、平成 27 年 10 月「出雲市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定し、この

中の「人口ビジョン」において、目標人口推計を行っています。 

「人口ビジョン」における目標人口推計においては、今後展開される国県や市の政策の

効果等を勘案し、合計特殊出生率の上昇と他自治体からの転入増を考慮しています。 

そういった中でも、人口はゆるやかに減少していく推計となっており、高齢化の進展も

想定しています。人口構造の変化は、公共施設等の需要を考えていく上で重要な要素です。 

 

 

政策による効果を仮定した目標人口推計（人口ビジョン） 

 

  

 



15 

 

２.財政状況の推計 

（１）出雲市財政計画（普通会計） 

 出雲市財政計画については平成 27年度に見直しを行い、以下の策定方針を示しています。

計画期間は、平成 28 年度から平成 37 年度の 10 年間です。 

出雲市財政計画の策定方針 

 

 

 

 

 

 

 歳入面では、地方交付税が普通交付税の合併算定替による特例加算措置の段階的な縮減

が始まる平成 27 年度から平成 34 年度にかけて減少すること、市税が 200 億円前後で推移

すること、また、市債借入の抑制を見込んでいます。 

 歳出面では、子育て支援制度をはじめとする社会保障費の充実による扶助費の増加、市

債の新規発行抑制による効果として公債費の減少を見込みながらも、投資的経費について

は、50～80 億円を見込んでいます。 

こうしたことから、公共施設等の大規模改修及び建替、更新経費を十分確保できない状

況となっています。 

 

近年の性質別決算額の推移 

 

①行政の効率性を高めながら、財政力に見合った歳出規模となるよう計画し、期間後半に

は 700 億円程度の水準とする。 

②市債残高を計画の最終年度には 800 億円程度に縮減する。 

③計画の最終年度には実質公債費比率を 15％未満、将来負担比率を 150％未満に抑える。 

④財政調整基金及び減債基金の残高を最低でも 20 億円以上確保する。 
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歳入計画 

 

 

歳出計画 
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地方交付税推計 

 

※合併算定替の特例措置による上乗せ分の縮減額は、平成 34 年度には約 25 億円となる見込みである。 

 

（２）水道事業・下水道事業 

  水道事業（簡易水道事業含む）・下水道事業について、直近５年間の建設改良費の実績

をみると、水道事業については平均で約 24 億円、下水道事業については約 25 億円とな

っています。 

直近５年間の建設改良費（水道事業・下水道事業） 

（億円）

年度 Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ 直近５年間平均

水道事業 32.4 31.3 20.2 17.6 19.1

　　水道事業 17.9 19.3 9.9 8.0 12.3

　　簡易水道事業 14.5 12.0 10.3 9.6 6.8

下水道事業 27.4 24.7 26.9 24.4 19.8

　　公共下水道事業 22.2 20.9 24.4 21.3 17.0

　　農業・漁業集落排水事業 4.8 3.4 2.1 2.5 2.4

　　浄化槽設置事業 0.4 0.4 0.4 0.6 0.4

※地方公営企業決算状況調査

24.1

24.6
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Ⅳ 公共施設等の総合的な取組の基本方針  

 

１.公共施設等を取巻く課題 

 公共施設等の現状を分析すると、次のことが課題となっています。 

 

 

 

 

 

 

上記のとおり、公共施設等の保有・維持管理については課題が山積しています。人口減

少や人口構造の変化、また、住民ニーズの変化、市の財政状況等を十分に検証し、今後の

施設のあり方、保有量、使途等を勘案した取組を行っていく必要があります。 

 

２.総合的な取組の基本方針 

本市の公共施設等を取巻く課題は、先に述べているように様々なものがあります。これ

らの課題に対応し、将来にわたって市民に対する行政サービスの向上を図るため、経営的

な視点を用いたファシリティマネジメント※の考え方を取り入れながら、公共施設等の総合

的な取組の基本方針を次のとおり定めます。 

  

基本方針 

○保有量の適正化 

・施設の統廃合や譲渡等による保有量の削減 

・施設の複合化等の検討 

○施設の安全性の確保と長寿命化 

・計画的な点検・診断による適切な修繕 

・耐震化の推進 

○維持管理経費の縮減 

・管理方式の見直し等による維持管理経費の縮減 

・施設の統廃合や譲渡等による維持管理経費の縮減 

○民間活力の導入 

・ＰＦＩ制度等の活用 

・指定管理者制度の活用 

○多くの公共施設等を保有しており、人口一人当たりの公共施設等の保有量も多いこと。 

○整備後年数が経過し、老朽化した施設や耐震化への対応が必要な施設が多くあること。 

○現在保有している公共施設等を全て大規模改修及び建替、更新し保持するには、多額の

費用を要する見込みであること。 

○普通会計分の公共建築物の維持管理費が年間約 50 億円となっていること。 

※ファシリティマネジメント 

資産を経営資源としてとらえ、総合的かつ長期的な視点に立ち、コストや利便性の最適化を図り

ながら、企画、管理、活用する経営方式。 
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Ⅴ 具体的な取組の方針  

 

１.公共建築物の総合的な取組方針 

（１）保有量の適正化 

①施設の統廃合等の取組方針 

本市の公共建築物については、整備後年数が相当経過した施設も多く存在しています。

こうした建築物には、老朽化や耐震性の面から安全性に問題がある施設もあり、利用状

況を踏まえ、施設のあり方を検討していく必要があります。また、人口推計においては、

今後人口が減少し、人口構造の変化も想定されるため、こうしたことも考慮した取組を

検討します。 

平成 26 年４月に策定した「出雲市行財政改革大綱」では、公共施設の今後のあり方を

取組項目の柱の一つとしており、方針として次のことを掲げています。 

 

「出雲市行財政改革大綱」より 

○存続、統廃合・譲渡を検討・決定するための基準「ものさし」の設定 

 ・公共性や採算性、類似性及び地域性等を判断材料とした、数値化・可視化の推進 

○施設の統廃合等 

 ・類似施設の統廃合及び用途変更・多用途使用 

 ・特定の利用者の用に供する施設の譲渡及び貸与 

 ・民間で同様の施設が運営されている施設の譲渡・廃止 

○公共施設の適正配置 

 ・ライフサイクルコスト※を考慮した新規施設整備計画の検討 

 ・耐震補強等を除く既存施設の大規模改修の見直し 

 ・利用率や地域性を考慮した配置 

○スピード感を持った見直しの推進 

 ・存続・統廃合等、施設ごとの見直し案の早期決定 

 ・丁寧な説明を行ったうえでの決断力とスピード感を持った実施 

 ・類似施設の管理は、所管課の集約を検討 

 

※ライフサイクルコスト 

新しい施設を企画・設計・建築し、その建物を維持管理して、最後に解体・廃棄するまでの、建

物の全生涯に要する費用の総額。 
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 また、平成 27 年３月に策定した「出雲市公共施設のあり方指針」においては、施設選

別にあたって施設の評価を数値化し、これを基準に「施設が提供するサービスの公共性」

や「施設の安全性」の視点を踏まえ検討しています。 

 

「出雲市公共施設のあり方指針」施設選別の方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(１)廃止又は使用中止の対象施設 

①耐震性、安全性等に問題があり、耐用年数の状況からも今後の長期使用が見込めな 

い施設（耐震診断を実施済み施設） 

②老朽化により安全性等に問題があり、耐用年数の状況からも今後の長期使用が見込 

めない施設（耐震診断は未実施施設） 

③施設規模に対し使用者数、使用件数が少なく、かつ近隣に類似施設がある施設 

④現在、使用を中止している施設 

(２)民間譲渡の対象施設 

 ①民間でも同種のサービスを提供している施設 

 ②安定的な収入があり、民間での運営が可能な施設 

③特定の使用目的の施設で、管理者が限定的な施設 

(３)地元移譲の対象施設 

 ①主たる使用者及び対象地域が限定的な施設 

(４)管理改善の対象施設 

 ①維持管理費に占める一般財源所要額の割合が高く、収支改善が必要な施設 

 ②管理方法の見直しを必要とする施設 

 ③事業推進のため、施設及び事業のあり方を検討する施設 

(５)用途変更の対象施設 

 ①施設の使用用途の変更を検討する施設 
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②削減の数値目標 

本市の人口一人当たりの公共建築物の延床面積は、４ページに示したとおり類似団体の

１．７倍となっています。また、平成 28 年度以降大規模改修及び建替にかかる経費は、

７ページに示したとおり、普通会計で年間 68.5 億円程度と推計しています。 

そのため、市の公共建築物については保有量の適正化に取組む必要があり、次のとおり

計画期間中の延床面積の削減目標を設定します。なお、削減対象の施設については、小中

学校及び幼稚園、市営住宅、医療施設、供給処理施設（上下水道関連施設）は、一律の基

準での削減等が難しい施設であるため、これらを除く施設とします。 

なお、小中学校及び幼稚園、市営住宅については個別計画で方針を定めており、これ

らの計画に沿った取組を進めます。 

 

期 間 目標数値等 削減対象施設 

平成 28 年度～ 

平成 37 年度  
延床面積の２割削減 

行政系施設、ｽﾎﾟｰﾂ･ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施

設、市民文化系施設、産業系施設、

社会教育系施設、保健・福祉施設、

子育て支援施設、公園、その他 
平成 38 年度～ 

平成 57 年度 

平成 28 年度～平成 37 年度の進捗

状況等を勘案し、再度、削減の目

標値を検討 
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（２）公共建築物の長寿命化 

①長寿命化の実施方針 

 公共建築物を長期間使用していくためには、適宜、適切に改修・メンテナンスを行っ

ていく必要があります。 

施設を長期間維持していくために、損傷が著しくなってから対応する「事後保全型」

から、適切な時期に対策を行う「予防保全型」の取組を重視し、施設の長寿命化を推進

します。また、必要に応じリフレッシュ工事（大規模改修）を実施します。 

 

予防保全型（イメージ） 

 

②耐震化の実施方針 

昭和56年以前の公共建築物（旧耐震基準）が、全体の約３割を占めています。現在学

校施設については、耐震診断を実施し、順次耐震補強工事等を行っています。その他の

必要な施設については、今後の施設の利活用状況等を勘案し、必要に応じ耐震診断を実

施します。診断の結果、耐震補強等が必要な施設については、計画的に耐震工事を実施

します。 

 

③安全確保及び点検・診断等の実施方針 

  安全性の確保は公共建築物にとって最も重要なことであり、多くの市民が集う「ホー

ル施設」や「体育施設」については、特に安全な管理をしていく必要があります。  

公共建築物を安全に安心して使用できるよう、施設の状況を定期的に点検し、施設本

大規模改修 
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体の劣化状況等を検証します。また、必要に応じて、専門家による診断を実施します。 

点検・診断により危険性が高いとされた公共建築物については、今後の施設の利活用

状況等を勘案し、必要に応じ維持修繕工事等を実施します。 

 

（３）維持管理経費の縮減 

①管理方式の見直し等による維持管理経費の縮減 

  公共建築物の管理方式には、直営と指定管理者制度による管理があります。本市では、

維持管理経費の縮減と民間の活力とノウハウの導入を目指し、市民ホールやスポーツ・

レクリエーション系施設など多くの施設で指定管理者制度を導入しています。現在、直

営としている施設についても、指定管理者制度導入による効果を検証し、制度の導入を

検討します。指定管理者と連携し、施設の魅力を発信しながら利用者の増を図ることに

より、市費負担の軽減を図っていきます。 

 

 ②施設の統廃合や譲渡等による維持管理経費の縮減 

  市が保有する公共建築物の維持管理経費は、普通会計分で年間約 50億円と多大なもの

となっています。これは、多くの類似する施設があることなど、施設の保有量が多いこ

とに起因しています。これらの施設を多用途に使用できる施設とする取組や、類似する

施設の統合を図る取組などを行います。また、民間譲渡にも取組みながら施設数の削減

を行い、全体の維持管理経費の縮減に努めていきます。 

 

（４）民間活力の導入（ＰＰＰ※１の活用） 

 ＰＰＰの活用方策として、ＰＦＩ※2や指定管理者制度の導入などが挙げられます。 

 ＰＦＩ方式を活用する施設整備は、財政負担を軽減する上でも有効な手法の一つであり、

今後検討していく課題です。公共施設の整備・運営に民間のノウハウを活用することによ

り、ライフサイクルコストの縮減が図られ、また、施設を管理運営する上でのリスクを民

間と分担できることになります。施設整備を行う際には、ＰＦＩ方式の採用も念頭におき

ながら、導入によるメリットが大きいと判断される施設については、導入を検討していき

ます。 

 また、指定管理者制度については適正な運用を行い、民間活力による質の高い公共サー

ビスの提供と行政の効率化を進めていきます。 

 

 

 

 

※１ ＰＰＰ 

パブリック・プライベート・パートナーシップの略称。公と民が役割を分担しながら公共施設整備や公共

サービス、公有財産を活用した公共性の高いプロジェクトなどを実施していく際の様々な手法のこと。 

※２ ＰＦＩ 

プライベート・ファイナンス・イニシアチブの略称。は公共施設の整備・運営を行うにあたり民間事業者

が資金を調達し、設計から建設、運営までを一括して実施するもの。 
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（５）施設類型ごとの総合的な取組方針等 

 ①「出雲市公共施設のあり方指針」（平成 27 年３月） 

  対象施設：203 施設 

分     類 施設数 分     類  

市民文化系施設 ２３ 産業振興施設 ２１ 

 市民会館・ホール ７  労働・勤労会館 ４ 

集会施設 １１ 農産物販売施設 ３ 

その他 ５ 農業振興施設 ８ 

社会教育系施設 ２７ 商業振興施設 ３ 

 図書館 ７ 水産業振興施設 ３ 

博物館 ２ 子育て支援施設 ６ 

郷土資料館 ６  保育園 ４ 

体験学習施設 ３ 子育て支援センター ２ 

同和対策関連施設 ４ 保健・福祉施設 ３１ 

その他 ５  高齢者ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽ等施設 １０ 

スポーツ・レク施設 ７３ 介護予防施設 ７ 

 体育館 １４ 障がい者福祉施設 ３ 

プール ２ 保健施設 ５ 

サッカー場 ３ 社会福祉センター等 ６ 

野球場 ８ 公園 ４ 

テニス場 ９  その他公園 ４ 

その他スポーツ施設 １２ 環境衛生施設 ６ 

キャンプ場 ５  不燃物処理施設 ６ 

観光公園 ３ その他 １２ 

温浴保養施設 １１  駐車・駐輪場等 ５ 

観光関連施設 ６ その他 ７ 

 

 「出雲市公共施設のあり方指針」では、市が保有している建築物の内、学校施設や住

宅施設等のように個別に再編や長寿命化等を検討している施設区分や、法律により設置

が規定されている施設区分を除いた 203 施設を対象に検討しています。 

公共建築物の統廃合・譲渡等についての検討及び方針決定にあたっては、「一般財源投

入割合」、「利用者一人当たりの一般財源の所要額」、「築後の経過年数」、「今後の修繕費

見込み」、「類似施設の設置状況」及び「利用者数の推移」の６つの視点から、施設を評

価し、数値化を行っています。また、それぞれの施設について行政が提供すべきサービ

スかどうか、施設の安全性の確保も含めて方針を策定しています。 
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  現在、見直し対象施設については、この指針に基づき施設の統廃合や民間譲渡などの

取組を進めています。 

 

 ②小中学校・幼稚園 

ア 「出雲市学校施設整備・耐震化基本計画」（平成 24年３月） 

「出雲市学校施設整備・耐震化基本計画」は、学校施設の現状と課題を把握すると

ともに、効率的な学校施設の整備と施設の長寿命化を図ることを目的としています。

耐震化対策推進事業、増改築事業、大規模改造事業、リフレッシュ事業等を企画し、

中期的な学校施設の整備・保全のための基本計画として策定しています。 

 

イ 「出雲市小中学校再編方針」・「出雲市幼稚園の閉園に関する方針」（平成 24年９月） 

「出雲市小中学校再編方針」は、少子化と小規模校化の進行に鑑み、できる限り適正

規模校化を図り、子どもたちにより望ましい教育環境を整備することを目的としてい

ます。一定の学級数以下の小中学校を再編候補校とし、近隣校との統合で再編効果が

見込まれる組合せを個別再編方針として定めています。この個別再編方針については、

地元の了解が得られる場合のみ実施に移していきます。 

「出雲市幼稚園の閉園に関する方針」では、学級数１以下の幼稚園を閉園の対象と

し、この状態が２年続くとき、地元と閉園について協議し、了解が得られる場合のみ

実施に移していくこととしています。 

現在、対象施設については、これらの方針に基づき取組を進めています。 

 

③市営住宅 

・「出雲市公営住宅等長寿命化計画」（平成 25年３月） 

  良質な市営住宅のストック形成に向け、敷地条件、建設からの経過年数や経年劣化

状況などに応じ、計画的な建替や改善計画を定め、市営住宅の長寿命化によるライフ

サイクルコストの縮減と事業量の平準化を図ることを目的としています。 

  公営住宅の管理戸数については、需要推計により平成 25 年度の管理戸数 1,448 戸を

平成 34 年度には 1,355 戸とする目標を掲げています。また、予防保全的な維持管理を

実施し、耐久性の向上等を図る改善を実施することによって、長寿命化を図ることな

どを基本方針として掲げています。 
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④病院事業 

・「出雲市立総合医療センター改革プラン」（平成 21 年 3月・平成 24年 12 月改訂） 

   「出雲市立総合医療センター改革プラン」は、「出雲市立総合医療センター改革推進

委員会」及び「地域医療の推進に関する有識者会議」での検討結果及び「島根県保健

医療計画」を踏まえ、「出雲市立総合医療センター及び(仮称)健康福祉拠点施設整備計

画基本計画書」(平成 19年 3 月策定)に基づき策定したものです。 

   平成 21 年度から平成 23 年度にはこの改革プランに基づき、大規模な病院施設整備

を実施しました。 

平成 24 年 4 月からは、運営形態の見直しによる「地方公営企業法全部適用」への移

行に併せ、経営実態に即した改革プランとなるよう、平成 24 年 12 月に改訂を行いま

した。 

また、平成 28年度には、県が策定する地域医療構想に基づき、新たな改革プランを

策定する予定です。当面は、施設の大規模改修の必要性はありませんが、今後、施設

の大規模改修等については、改革プランに基づき実施します。 

 

⑤コミュニティセンター 

・「出雲市コミュニティセンター整備に関する基本的な考え方」（平成 26 年３月） 

老朽化の進むコミュニティセンターを順次改築していくことは困難であり、適切な維

持管理による長寿命化を図ることを基本としながら、耐震改修や増築などリフレッシュ

整備などを優先することとしています。また、改築が必要と判断した施設についても、

利用実態等を十分考慮し、地域にとって真に使い勝手が良く、活発に利用いただける施

設づくりに努めることとしています。 

   コミュニティセンターの配置については、現在、市内各地域の自治活動と多くの行

政運営がコミュニティセンター単位を基本としており、現段階においては、現在の配

置の継続が妥当と判断しています。しかしながら、人口の減少や高齢化、中心部への

人口集中傾向を背景として、コミュニティセンターの間の規模格差が生じていること

は明確であり、効率的・効果的な行政運営といった観点では、逐次必要な見直しを行

い、改善を図る必要もあります。 
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⑥水道事業・下水道事業（公共建築物） 

ア 「出雲市水道ビジョン」（平成 21 年３月） 

   水道事業の現状と将来見通しを分析・評価し、円滑な事業運営と経営の健全化を図

るため、長期的な視点から水道事業が取り組むべき課題、目標や実現方策等をまとめ

ています。 

  今後、簡易水道統合後の水道事業全体のあり方について、第２次出雲市水道ビジョン

（仮称）を策定する予定です。 

 

イ 「下水道施設の長寿命化について」（平成 25年 12 月） 

   下水道処理施設については、農業集落排水などの処理センターを廃止し、公共下水

道等他の処理施設に接続することなどを検討していくこととしています。 
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２.インフラ資産の総合的な取組方針 

（１）保有量の適正化 

①整備の方針 

 インフラ資産の整備にあたっては、社会基盤の整備状況や生活環境を考慮した整備に

努めます。また、市の整備方針や財政計画等と整合を図りながら、計画的に整備を進め

ていきます。 

水道事業（簡易水道事業含む）、下水道事業が保有するインフラ資産の更新については、

中長期的な経営計画の中で検討します。 

 

（２）施設の長寿命化 

①長寿命化及び耐震化の実施方針 

  インフラ資産の修繕については、公共建築物と同様に損傷が著しくなってから対応す

る「事後保全型」から、損傷が軽微なうちに早期対策を行うなど計画的な整備を行う「予

防保全型」への転換を進めることで、施設の長寿命化を図ります。 

  また、インフラ資産がその機能を発揮し続けるためには、地震等の自然災害に耐える

必要があるため、耐震性の向上を図ります。 

 

②安全確保及び点検・診断等の実施方針 

道路、橋梁などについては、計画的な点検等により劣化による損傷を早期に発見し、

早期に補修等を行うことにより、施設の性能と安全性を確保します。 

  劣化・損傷の程度や原因を早期に把握し対応するとともに、劣化・損傷が進行する可

能性や施設に与える影響等について点検・診断をし、評価を行います。点検や診断の結

果についてはデータベース化を図り、情報を蓄積し、活用していきます。 

 

（３）維持管理経費の縮減 

①維持管理・修繕等の実施方針 

  インフラ資産ごとに特性や維持管理・修繕等にかかる取組状況を踏まえ、種別ごとに

最適な維持管理に関する方針を定め、計画的な修繕等を推進し、経費の縮減と平準化を

図ります。 
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（４）施設類型ごとの総合的な取組方針等 

①道路・橋梁 

ア 「幹線市道整備 10か年計画」 

道路整備には、多額の予算、長期にわたる事業期間及び沿線住民等の協力が必要不可

欠であり、そのため計画的に事業を推進する必要があることから本計画を策定していま

す。計画採択路線は、①本計画策定以前からの継続（事業中）路線及び未着手路線のう

ち重要度の高い路線、②議会陳情・要望等で採択されたもので、早期に整備が必要な路

線、③その他公共事業関連として整備が必要な路線としています。 

 

イ 「生活環境道路改良事業計画(３か年)」 

生活に密着した道路を主体に道路拡幅、側溝及び舗装改良等の整備を行い、交通の利

便性や通行の安全性を向上させるため、３年間の事業計画を策定しています。現行の事

業計画については、土木委員会において、とりまとめられた地域の要望箇所について、

現地でヒアリングや調査を行い、改良の必要性等を一定の基準により判断し、各土木委

員会と調整を図ったうえで策定しています。 

 

ウ 道路ストック定期点検事業 

平成 26 年７月１日に道路法施行規則が改正され、道路構造物について、５年に１回の

頻度で、近接目視による点検、健全性の診断などを行うことが義務づけられました。こ

の法改正に基づく道路ストック定期点検事業により、道路橋・トンネルなどの定期点検

を実施しています。 

橋梁については、橋梁長寿命化修繕計画等に基づき、橋長２メートル以上かつ、幅員

６メートル以上の 1,220 橋について、平成 20 年度から平成 25 年度までにおいて点検を

行いました。  

 

エ 公共土木施設長寿命化事業 

橋梁長寿命化修繕計画及び道路ストック定期点検の診断結果に基づき、予防保全的な

措置を行うことにより計画的な老朽化対策を図り、地域の道路網の安全性、信頼性を確

保していきます。 

  定期的な点検を実施し、健全度評価を実施するとともに、修繕・架け替えにかかる事

業費の高コスト化及び大規模化を回避するため、橋梁の架設年度や立地条件等を十分考

慮して将来健全度を予測し、予防的な修繕等の実施を徹底することにより、経費の縮減

を図ることとしています。 
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②水道事業・下水道事業 

ア 「出雲市水道ビジョン」（平成 21 年３月） 

  水道事業の現状と将来見通しを分析・評価し、円滑な事業運営と経営の健全化を図る

ため、長期的な視点から水道事業が取り組むべき課題、目標や実現方策等をまとめてい

ます。 

  施設面については、政策目標として「いつでも使える水の供給」を掲げており、施設

の耐震化対策や老朽管の更新に計画的に取り組むこととしています。 

  上水道事業については、このビジョンに基づき「出雲市水道事業基本計画」を策定し、

実施計画として「第６次拡張事業計画」を策定しています。 

  簡易水道事業については、「出雲市簡易水道事業基本計画」を策定しており、施設整備

を行いながら平成 28 年度までに上水道事業へ統合する計画としています。 

  今後、簡易水道統合後の水道事業全体のあり方について、第２次出雲市水道ビジョン

（仮称）を策定する予定です。 

 

イ 下水道施設管路長寿命化事業 

  下水道事業全体の事業計画の中で、公共下水道の管路施設の延命化、維持管理費の縮

減・平準化を図ります。 

   

③その他インフラ資産 

ア 「漁港長寿命化計画」（平成 28年度策定予定） 

  今後の効率的な漁港管理に資するため、長寿命化計画を策定します。平成 27 年度は現

地調査を実施しました。 

 

イ 「公園施設長寿命化計画」（平成 26年 3月策定） 

  都市公園全施設の健全度等を評価し状況を把握し、劣化の程度・重要度により緊急性

の高い施設から補修又は更新を行うことを基本方針として定めています。長寿命化計画

の策定により、早急に対策が必要な施設の把握、年度ごとの事業費の平準化を図ってい

きます。 
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Ⅵ 施設の解体方針  

 

１．解体計画の策定 

施設の統廃合や再配置等の結果、用途廃止した施設については、財政計画との整合を図

りながら、計画的に解体を行っていきます。 

 施設の解体にあたっては、財源として起債を活用し、将来の財政負担の平準化を図りま

す。また、解体後の土地については、売却や有償貸付などの取組を進めます。 

 

区分 施設名
旧出雲衛生処理場
旧国富コミュニティセンター
旧市営有原住宅
旧市営小山住宅
旧市営直江東住宅
旧健康文化センター
旧旭丘中学校（校舎・屋体・プール）
国富小学校プール
旧荘原幼稚園
大社野外劇場

平成28年度から解体に着手する施設
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Ⅶ 総合的な取組の推進体制  

 

１.総合的かつ計画的な取組を実現するための体制の構築方針 

（１）維持管理に関する体制 

公共施設等の管理に関しては、現在、施設類型ごとに所管する部署が維持管理を行って

います。公共施設等のうち公共建築物（学校施設・市営住宅などを除く）については、現

在、行政改革部において統一的な維持管理の方針を定めたうえ、所管部署間の調整を図っ

ています。今後とも同様な取組を行い、公共建築物の維持管理状況を横断的に把握し、一

元的な方針を定め、効率的に維持管理を行っていくための推進体制を構築します。 

 

（２）統廃合や民間譲渡等の取組 

公共建築物の統廃合や民間譲渡等の取組については、関係課の連携が不可欠です。「出

雲市公共施設のあり方指針」などに基づく見直しにあたっては、統括部門（行政改革部）

と施設所管課が連携し、関係者との調整・協議等を行います。また、民間譲渡先の公募手

続は、原則として統括部門が一元的に行います。 

施設の統廃合等を行った際には、施設の解体や用途廃止後の財産（普通財産）の有効活

用が必要なことから、予算管理部門や財産管理部門と連携し、計画的かつ円滑に推進でき

る体制を整えます。統括部門は、総合管理計画の方針の改定や目標の見直しを適宜行い、

市全体の政策との整合を図ります。 

 

公共施設等の総合的な取組の推進体制 

各施設所管課（施設の管理運営・
　　　　　　　　　　個別計画の推進）

予算管理部門（予算調整・財源措置）

財産管理部門（資産管理）

統括部門
（計画推進の総合調整等）
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２.情報の管理及び共有 

公共建築物に関する情報の一元管理を行うため、財産台帳を利用し、各公共建築物の基

本情報と管理運営状況の情報を管理するとともに、毎年度内容の更新を行います。また、

インフラ資産についても基本情報のデータを集約し、今後の維持管理や更新の際に活用し

ていきます。 

 

３. フォローアップ体制 

 公共施設等の総合的な管理を推進するため、統括部門（行政改革部）、各施設所管課、予

算管理部門、財産管理部門が連携するとともに、ＰＤＣＡ（計画・実施・評価・改善）サ

イクルを活用する体制を構築します。 

 

 

ＰＤＣＡサイクルのイメージ 

 

Ｐlan（計画） Do（実施）

Action（改善・見直し） Check（評価）

未達成の要因分析
総合管理計画の見直し

達成度評価

公共施設等の現状評価 総合的な管理の推進

 


